
厚生労働省  社会・援護局
障害保健福祉部  障害福祉課

就労支援係長

就労系障害福祉サービスの今後の方向性について
～平成３０年度障害福祉サービス等報酬改定～

平成３０年３月２３日



Ⅰ 障害保健福祉施策を取り巻く状況 
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（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口） 

1990年(実績) 2025年 2060年 

○ 日本の人口構造の変化を見ると、現在１人の高齢者を２．６人で支えている社会構造になっており、 
    少子高齢化が一層進行する2060年には１人の高齢者を１．２人で支える社会構造になると想定 

2010年(実績) 

65歳～人口 

20～64歳人口 

１人 
５．１人 

１人 
１．８人 

１人 
１．２人 

１人 
２．６人 

団塊ジュニア世代 
（1971～74年 

生まれ） 

75歳～  
 597( 5%) 

65～74歳  
 892( 7%) 

20～64歳  
 7,590(61%) 

～19歳  
 3,249(26%) 

総人口 
 1億2,361万人 

75歳～  
 1,407(11%) 

65～74歳  
 1,517(12%) 

20～64歳  
 7,497(59%) 

～19歳  
 2,287(18%) 

総人口 
 1億2,806万人 

75歳～  
 2,179(18%) 

65～74歳  
 1,479(12%) 

20～64歳  
 6,559(54%) 

～19歳  
 1,849(15%) 

総人口 
 1億2,066万人 

75歳～  
 2,336(27%) 

65～74歳  
 1,128(13%) 

20～64歳  
 4,105(47%) 

～19歳  
 1,104(13%) 

総人口 
   8,674万人 

歳 歳 歳 歳 

万人 万人 万人 万人 

団塊世代 
（1947～49年 

生まれ） 

人口ピラミッドの変化（1990～2060年） 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
人口減少局面。介護保険では2025年団塊の世代が75歳以上。地域包括ケアシステム構築を目指して制度設計している、2060年になると、高齢者を１．２人で支える時代。生産労働人口は減る。１．２には障がい者も入っている。後で説明する資料にもあるが、在宅障がい者も増えている。そういう人が働けないと高齢者1人を０．何人で支える時代。これからは働ける障がい者は働く、地域における役割もあるのではないか。ドリームヴイ事例も。配食、見守り事業。徳島のほっとかない事業。障がい者の就労支援施設が限界集落の高齢者の買い物支援など。住友不動産の事例。人手不足。もっと社会への働きかけが必要。松永さんの理念の話。瑞宝太鼓の話も。社会への働きかけは何か？事業所からのアプローチと当事者からのアプローチ。障がい者の就労施設だけではなく、公費を受けて福祉サービスをしているところに共通する。当事者側からの視点の話をする。A型ももっとできることあるはず。

なぜ、わがこと丸ごとになっているか。
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総
人
口
と
65
歳
以
上
人
口
割
合 

１
年
間
の
出
生
数
（率
） 

（万人） （％） 

増加 
＋369万人 

1億2,709万人 
1億1,913万人 

8,808万人 
減少 

▲335万人 

減少 
▲754万人 

より急速に 
減少 

▲2,346万人 

100.6万人 
（1.45） 
※１ 

81.8万人 
（1.43） 

55.7万人 
（1.44） 

（出所） 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口） 
      厚生労働省「人口動態統計」 
※１   出典：2015（平成27）年人口動態統計 

今後の人口構造の急速な変化   
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（出所） 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）：出生中位・死亡中位推計 

1990年(実績) 2025年 2065年 

75歳～  
 597( 5%) 

65～74歳  
 892( 7%) 

総人口 
 1億2,361万人 

総人口 
 1億2,254万人 

65～74歳  
 1,133(13%) 

20～64歳  
 4,189(48%) 

～19歳  
 1,237(14%) 

総人口 
   8,808万人 

７５ 

６５ 

歳 

万人 
２５０ 
万人 万人 

５０ １００ １５０ ２００ ２５０ ０ 

75歳～  
 2,248(26%) 

20～64歳  
 7,590(61%) 

～19歳  
 3,249(26%) 

２０ 

５０ １００ １５０ ２００ ０ ２５０ 

～19歳  
 1,943(16%) 

75歳～  
 2,180(18%) 

65～74歳  
 1,497(12%) 

20～64歳  
 6,635(54%) 

１５０ ２００ 

○団塊の世代が全て７５歳となる2025年には、75歳以上が全人口の18％となる。 
○2065年には、人口は8,808万人にまで減少するが、一方で、65歳以上は全人口の約38％となる。 

０ ５０ 

2015年(実績) 

65～74歳  
 1,734(14%) 

75歳～  
 1,613(13%) 

総人口 
 1億2,709万人 

～19歳  
 2,190(17%) 

20～64歳  
 7,028(55%) 

５０ １００ ０ 

団塊世代 
（1947～49年 

生まれ） 

団塊ジュニア世代 
（1971～74年 

生まれ） 

１００ １５０ ２００ 
万人 

２５０ 

日本の人口ピラミッドの変化   
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
人数変えてない



（在宅・施設別） 
障害者総数 ８５８．７万人（人口の約６．７％） 
   うち在宅     ８０９．７万人（９４．３％） 
   うち施設入所   ４９．０万人（ ５．７％） 

          身体障害者（児）             知的障害者（児）           精神障害者 

         ３９２．２万人                ７４．１万人              ３９２．４万人 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅身体障害者（児） 

３８６．４万人（９８．５％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅知的

障害者

（児） 

６２．２万人 

（８３．９％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅精神障害者 

３６１．１万人（９２．０％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設入所

知的障害

者（児） 

１１．９万人 

（１６．１％） 

 

 

入院精神障害者 

３１．３万人（８．０％） 

施設入所身体障害者（児） ５．８万人（１．５％） 

 

（年齢別） 
障害者総数 ８５８．７万人（人口の約６．７％） 
      うち６５歳未満   ５０％ 
         うち６５歳以上   ５０％ 

○ 障害者の総数は８５８．７万人であり、人口の約６．７％に相当。 
○ そのうち身体障害者は３９２．２万人、知的障害者は７４．１万人、精神障害者は３９２．４万人。 
○ 障害者数全体は増加傾向にあり、また、在宅・通所の障害者は増加傾向となっている。 

障害者の数 

※身体障害者（児）数は平成23年（在宅）、平成2４年（施設）の調査等、知的障害者（児）数は平成23年の調査、精神障害者数は平成26年の調査による推計。なお、身体障害者（児）には高齢者施設に入所している身体障害者は 

  含まれていない。 

※平成23年の調査における身体障害者（児）数（在宅）及び知的障害者（児）数（在宅）は岩手県、宮城県、福島県、仙台市、盛岡市、郡山市、いわき市及び大阪市を除いた数値である。知的障害者（児）数（施設）は、宮城県、 

 福島県の一部市町村を除いた数値である。 

※在宅身体障害者（児）、在宅知的障害者（児）は、障害者手帳所持者数の推計。障害者手帳非所持で、自立支援給付等（精神通院医療を除く。）を受けている者は19.5万人と推計されるが、障害種別が不明のため、上記には 

 含まれていない。 

※複数の障害種別に該当する者の重複があることから、障害者の総数は粗い推計である。 

          身体障害者（児）             知的障害者（児）         精神障害者 

          ３９２．２万人                ７４．１万人           ３９２．４万人 

 

 

 

６５歳未満の者（３１％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
６５歳未満の者 

（９１％） 

 

 

 

 

 

 

６５歳未満の者（62％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（６９％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（３８％） 

６５歳以上の者

（９％） 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
今は精神障害者が多い。精神の方にどう働けるか、それを支えるのが皆さんの役割。役割の明確化や環境設定、雇用管理の工夫等により働ける人多い。



障害者福祉サービス等における利用者数の推移（６ヶ月毎） 

  ○平成２７年１２月→平成２８年１２月の伸び率（年率）・・・・・ ７．４％ 

単位（万人） 

                                           (２８年１２月の利用者数) 
このうち 身体障害者の伸び率……  １. ９％    身体障害者……  ２１．３万人   
     知的障害者の伸び率……  ３. ８％    知的障害者……  ３７．４万人 
     精神障害者の伸び率……  ８. ７％    精神障害者……  １９．２万人 
     障害児の伸び率  …… １７．６％    難病等対象者…   ０．２万人（2,097人） 
                          障害児  ……  ２５．７万人（※）  
                          （※障害福祉サービスを利用する障害児を含む）       

障害福祉サービス等の実利用者数は、全体で約103.9万人となっており、平成27年12月から平成28
年12月にかけて、障害福祉サービス等の利用者数は全体で7.4％増加している。また、障害種類別
にみると障害児の利用者数が17.6％、精神障害者の利用者数が8.7％と大きく増加している。 
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1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

400億円 400億円 440億円 440億円 445億円 450億円 460億円 462億円 464億円 464億円 488億円

4,473億円
4,945億円 5,071億円

5,719億円
6,341億円

7,434億円
8,229億円

9,071億円 9,330億円 9,701億円
10,391億円

507億円
495億円 478億円

557億円

560億円

522億円

625億円

840億円
1,055億円

1,395億円

1,778億円

障害児措置費・給付費（義務的経費）

自立支援給付（義務的経費）

地域生活支援事業等（裁量的経費）

障害福祉サービス関係予算額は10年間で２.４倍以上に増加している。 

（注１）平成20年度の自立支援給付費予算額は補正後予算額である。 
（注２）平成21年度の障害児措置費・給付費予算額は補正後予算額である。 
（注３）平成29年度の地域生活支援事業等には地域生活支援促進事業分も含まれる。 

（億円） 

10,373億円 
（+11.4%） 

10,849億円 
（+4.6%） 

11,560億円 
（+6.5%） 

12,656億円 
（+9.5%） 

5,380億円 

5,840億円 
（+8.6%） 

5,989億円 
（+2.5%） 

6,716億円 
（+12.1%） 

7,346億円 
（+9.4%） 

8,406億円 
（+14.4%） 

9,314億円 
（+10.8%） 

障害福祉サービス等予算の推移 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
義務的経費は2.5兆を超えている。裁量的経費含めれば3兆円超える。このまま増え続けてどうなるか？
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 7.5% 

重度 

訪問 
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0.7% 

行動援護 
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療養介護 

3.0% 

生活介護 

31.7% 

短期入所 

1.7% 

施設入所支援 

8.9% 

自立訓練(機能訓練) 

0.1% 

自立訓練(生活訓練) 

0.8% 

宿泊型自立訓練 

0.2% 

就労移行支援 

2.9% 

就労継続 

支援A型 

3.9% 

就労継続支援B型 

14.3% 

共同生活援助 

（介護サービス包括型) 

7.4% 

共同生活援助 

（外部サービス利用型) 

0.7% 

計画相談支援 

1.0% 
児童発達支援 

3.3% 

放課後等 

デイサービス 

7.1% 

福祉型障害児入所施設 

0.3% 

医療型障害児入所施設 

0.2% 

障害児相談支援 

0.3% 
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短期入所 

重度障害者等包括支援 

施設入所支援 

自立訓練(機能訓練) 

自立訓練(生活訓練) 

宿泊型自立訓練 

就労移行支援 

就労移行支援（養成施設） 

就労継続支援A型 

就労継続支援B型 

共同生活援助 

（介護サービス包括型) 
共同生活援助 

（外部サービス利用型) 
計画相談支援 

地域移行支援 

地域定着支援 

児童発達支援 

医療型児童発達支援 

放課後等デイサービス 

保育所等訪問支援 

福祉型障害児入所施設 

医療型障害児入所施設 

障害児相談支援 
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障害福祉サービス等におけるサービス種類別にみた総費用額及び構成割合 

出典：国保連データ ※ 端数処理の関係で内訳の合計は総数に一致しない。 

金額 割合
居宅介護 1,513 7.5%
重度訪問介護 692 3.4%
同行援護 149 0.7%
行動援護 101 0.5%
療養介護 598 3.0%
生活介護 6,419 31.7%
短期入所 351 1.7%
重度障害者等包括支援 2.6 0.0%
施設入所支援 1,798 8.9%
自立訓練(機能訓練) 27 0.1%
自立訓練(生活訓練) 161 0.8%
宿泊型自立訓練 47 0.2%
就労移行支援 592 2.9%
就労移行支援（養成施設） 1.7 0.0%
就労継続支援A型 781 3.9%
就労継続支援B型 2,885 14.3%
共同生活援助
（介護サービス包括型) 1,487 7.4%
共同生活援助
（外部サービス利用型) 137 0.7%
計画相談支援 199 1.0%
地域移行支援 1.8 0.0%
地域定着支援 1.7 0.0%
児童発達支援 666 3.3%
医療型児童発達支援 11 0.1%
放課後等デイサービス 1,446 7.1%
保育所等訪問支援 4.2 0.0%
福祉型障害児入所施設 51 0.3%
医療型障害児入所施設 50 0.2%
障害児相談支援 53 0.3%
合計 20,225 100.0%

平成27年度
総費用額（億円）



     （単位：円） 

障害福祉サービス等におけるサービス種類別にみた１人当たりの費用額（平成28年12月） 

○ 障害者サービスでは、重度障害者等包括支援、重度訪問介護、療養介護において、１人当たりの費用月額が高くなっている。 
○ 障害児サービスでは、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設において、１人当たりの費用月額が高くなっている。 

79,217  

591,801  

94,857  

816,714  

55,950  

258,228  

205,745  

65,364  

119,388  

154,106  

73,545  

114,491  

90,177  

110,815  

159,109  

81,931  

123,399  

115,482  

15,493  

30,097  

6,684  

73,639  

33,949  

113,654  

15,775  

258,724  

204,350  

15,917  

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000 700,000 800,000 900,000

居宅介護 
重度訪問介護 

行動援護 
重度障害者等包括支援 

同行援護 
療養介護 
生活介護 
短期入所 

施設入所支援 
共同生活援助（介護サービス包括型) 
共同生活援助（外部サービス利用型) 

宿泊型自立訓練 
自立訓練（機能訓練） 
自立訓練（生活訓練） 

就労移行支援 
就労移行支援（養成施設） 

就労継続支援Ａ型 
就労継続支援Ｂ型 

計画相談支援 
地域移行支援 
地域定着支援 
児童発達支援 

医療型児童発達支援 
放課後等デイサービス 

保育所等訪問支援 
障害児入所支援 

医療型障害児入所支援 
障害児相談支援 

出典：国保連データ 9 
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＜障害者の数（千人）＞

17

409
22

35431
474

1.82

28

453
42

496
50

障害者雇用の状況 

○ 民間企業の雇用状況  実雇用率 1.97％ 法定雇用率達成企業割合 50.0％  
○ 雇用者数は14年連続で過去最高を更新。障害者雇用は着実に進展。 

 （平成29年6月1日現在） 
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「ノーマライゼーション」理念の浸透 
 

【H15】 

【S56】 
障害者基本法 

（心身障害者対策基本法 
として昭和45年制定） 


 

身体障害者福祉法 
（昭和24年制定） 

知的障害者福祉法 
（精神薄弱者福祉法 
として昭和35年制定） 

精神保健福祉法 
（精神衛生法として 

昭和25年制定） 


 


 


 

障
害
者
自
立
支
援
法
施
行 

【H18】 

障
害
者
総
合
支
援
法
施
行 

支
援
費
制
度
の
施
行 

精神衛生
法から精神
保健法へ 

【S62】 

精神薄弱者福祉
法から知的障害

者福祉法へ 

【H10】 

精神保健法か
ら精神保健福

祉法へ 

【H7】 

利用者が 
サービスを選択 
できる仕組み 

３障害 
共通の制度 

国
際
障
害
者
年 
 

完
全
参
加
と
平
等 

地域生活
を支援 

心身障害者対策基本法
から障害者基本法へ 

【H5】 

“ 

” 

障害者基本法
の一部改正 

【H23】 共生社会の
実現 

【H25.4】 

障
害
者
自
立
支
援
法
・ 

児
童
福
祉
法
の
一
部
改
正
法
施
行  
【H24.4】 

 相談支援の充実、障害児 
 支援の強化など 

地域社会に 
おける共生の実現 

難病等を
対象に 

障害保健福祉施策の歴史 

障
害
者
総
合
支
援
法
・ 

児
童
福
祉
法
の
一
部
改
正
法
成
立 

【H28.5】 

 「生活」と「就労」に 
関する支援の充実など 12 



Ⅱ 平成30年度障害保健福祉部関係予算案 
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① 良質な障害福祉サービス、障害児支援の確保 １兆３，３１７億円（１兆２，１６８億円）  
  障害児・障害者が地域や住み慣れた場所で暮らすために必要な障害福祉サービスや障害児支援等の提供に必要な
経費を確保する。 

 
 
 
 
② 地域生活支援事業等の拡充 ４９３億円（４８８億円） 
   意思疎通支援や移動支援など障害児・障害者の地域生活を支援する事業について、必要額を確保しつつ、事業の 
 拡充を図る。             
 
③ 障害福祉サービス等の提供体制の基盤整備（施設整備費） ７２億円（７１億円） 
  就労移行支援事業等を行う日中活動系事業所や地域移行の受け皿としてのグループホーム等の整備促進を図ると
ともに、防災体制等の強化を図る。 

 

 

 

④ 医療的ケア児に対する支援 １．８億円（０．２億円）（一部新規） 
  医療的ケア児による保育所等の利用を促進するモデル事業を実施するとともに、ICTを活用し外出先でも適切な
医療を受けられる体制の整備を図る。 
このほか、障害福祉サービス等報酬改定において、医療的ケア児の受入れを促進するため、障害児通所支援事業

所等における看護職員を加配している場合の加算の創設等を行う。 

 ◆予算額 （２９年度予算額）      （３０年度予算案）                                          
         １兆７，４８６億円       １兆８，６４８億円（＋１，１６２億円、＋６．６％）  
  ◆障害福祉サービス関係費（自立支援給付費＋障害児措置費・給付費＋地域生活支援事業費等補助金） 
        （２９年度予算額）       （３０年度予算案）                                          
         １兆２，６５６億円       １兆３，８１０億円（＋１，１５４億円、＋９．１％） 

【 主 な 施 策 】 ※（ ）は平成２９年度予算額。 

平成３０年度障害保健福祉関係予算案の概要 厚生労働省 
障害保健福祉部 

（参考）平成２９年度補正予算案 ８０億円 

  障害者支援施設等の防災対策を含めた障害福祉サービス等の基盤整備の推進のため、施設の耐震化やスプリンクラーの設置、
グループホームの整備等に必要な経費を補助する。 

（改定率） ＋０.４７％（平成２７年度 ±０％） 
※ 今年度末までの経過措置とされていた食事提供体制加算については、食事の提供に関する実態等について調査・研究を十分に行った上で、今

後の報酬改定において対応を検討することとし、今回の改定では継続することとした。  

14 



 
⑤ 芸術文化活動の支援の推進 ２．８億円（２．５億円） 
    芸術文化活動を通した障害者の社会参加を一層推進するため、障害者の芸術文化活動への支援方法等に関する相
談支援などを全国に展開するための支援等を実施する。 

 
⑥ 障害者自立支援機器の開発の促進 １．５億円（１．６億円）（一部新規） 
   多様な障害者のニーズを的確にとらえた就労支援機器などの開発（実用的製品化）の促進を図るとともに、導入 
  好事例の展開による実用的製品の普及促進を行う。 
 
⑦ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 ５．６億円（２．３億円） 
   精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、都道府県等と精神科病院などとの重

層的な連携による支援体制を構築するなど、地域包括ケアシステムの構築に資する取組を推進する。 
 
⑧ 発達障害児・発達障害者の支援施策の推進 ４．１億円（２．１億円）（一部新規） 
  発達障害児者の家族同士の支援を推進するため、同じ悩みを持つ本人同士や発達障害児者の家族に対するピアサ

ポート等の支援を充実させ、家族だけでなく本人の生活の質の向上を図るとともに、身近な支援を実施するため対
象自治体を市区町村まで拡大する。また、発達障害の医療ネットワークを構築し、発達障害の診療・支援を診断で
きる医師の養成を図るための研修等を実施する。 

 
⑨ 農福連携による就労支援の推進 ２．７億円（２．０億円） 
  農業分野での障害者の就労支援に向け、障害者就労施設への農業の専門家の派遣による農業技術に係る指導・助
言や６次産業化支援、農業に取り組む障害者就労施設によるマルシェの開催等の支援を実施する。 

 

⑩ 依存症対策の推進 ６．１億円（５．３億円）（一部新規） 
  薬物・アルコール等・ギャンブル等の依存症対策の全国拠点機関において依存症に関する情報提供機能の強化を
図るとともに、都道府県等において、人材養成や医療体制・相談体制の整備、受診後の患者支援に係るモデル事業
を実施する。また、依存症の正しい理解を広めるための普及啓発や自助グループ等の民間団体への支援を実施する。 

 

⑪ 東日本大震災及び熊本地震からの復旧・復興への支援 ２２億円（２２億円） 
   東日本大震災により被災した社会福祉施設等の復旧に必要な経費を補助するとともに、被災者の精神保健面の支
援のため、専門職による相談支援等を実施するとともに、帰還者の不安に対応する新たな拠点の設置、自主避難者
等への支援など、関係者が連携した体制による専門的な心のケア支援の充実・強化を図る。熊本地震による被災者
の専門的な心のケア支援についても引き続き実施する。 
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改定時期 改定にあたっての主な視点 改定率 

平成２１年改定 

○良質な人材の確保 
  人材確保に積極的に取り組む事業所の評価（特定事業所加算等の創設） 
○事業者の経営基盤の安定 
  児童デイなど収支差率がマイナスの事業について基本報酬単価の見直し 
○サービスの質の向上 
  医療機関との連携による看護の提供、重複障害など障害特性への配慮 
○地域生活基盤の充実 
  グループホーム等における手厚い世話人配置の評価、夜間支援の充実 
○中山間地域等への配慮 
○新体系への移行促進 

５．１％ 

平成２４年改定 

○福祉・介護職員の処遇改善の確保 

  基金事業として行われてきた福祉・介護職員の処遇改善に向けた取組について、処遇改善 

  加算の創設により、引き続き処遇改善が図られる水準を担保 

○物価の動向等の反映 

  前回改定以降の物価の下落傾向を反映（▲0.8％） 

○障害児・者の地域移行・地域生活の支援 

 ・夜間支援の強化、家族のレスパイトのためのサービスの拡充等 

 ・相談支援や障害児支援について適切な報酬設定（H24.4施行分） 

○経営実態等を踏まえた効率化・重点化 

２．０％ 

平成２６年改定 ○消費税対応（基本報酬＋加算） ０．６９％ 

平成２７年改定 

○福祉・介護職員の処遇改善 
   福祉・介護職員処遇改善加算について、更なる上乗せ評価を行うための新たな区分を創設 
○障害児・者の地域移行・地域生活の支援 
   ・施設・病院からの地域移行支援、計画相談支援、生活の場としてのグループホーム等の充実 
   ・個々の障害特性への配慮や夜間・緊急時の対応、障害者の就労に向けた取組等を一層推進 
 ・障害児支援について、支援の質を確保しつつ、重症児に対する支援等を充実 
○サービスの適正な実施等 

０％ 

平成２９年改定 
○福祉・介護職員の処遇改善 
  福祉・介護職員処遇改善加算について、更なる上乗せ評価を行うための新たな区分を創設 １．０９％ 

過去の障害福祉サービス等報酬改定の経緯 
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Ⅲ 就労系福祉サービス（移行、A型、B型）の 
現状と課題 
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就労移行支援 
○ 対象者 

○ サービス内容 ○ 主な人員配置 

 一般就労等を希望し、知識・能力の向上、実習、職場探し等を通じ、適性に合った職場への就労等が見込まれる障害者（６５歳未満の者）  

■ 一般就労等への移行に向けて、事業所内や企業における作業や実習、適性に合った職場探し、 
 就労後の職場定着のための支援等を実施 
■ 通所によるサービスを原則としつつ、個別支援計画の進捗状況に応じ、職場訪問等によるサービ 
 スを組み合わせ 
■ 利用者ごとに、標準期間（24ヶ月）内で利用期間を設定 

■ サービス管理責任者 
■ 職業指導員 
   生活支援員 
■ 就労支援員 →  １５：１以上 

○ 報酬単価（平成27年4月～） 

就労定着支援体制加算   21～146単位 
⇒ 一般就労等へ移行した後、継続して6ヵ月以上、12ヵ月以上又は24ヵ月以上就労 
 している者が、定員の一定割合以上いる場合に加算 

移行準備支援体制加算(Ⅰ)、(Ⅱ)   41、100単位 
⇒Ⅰ：施設外支援として職員が同行し、企業実習等の支援を行った場合    
⇒Ⅱ：施設外就労として、請負契約を結んだ企業内で業務を行った場合 

就労支援関係研修修了加算   11単位 
⇒ 就労支援関係の研修修了者を就労支援員として配置した場合 

福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)､(Ⅱ)、（Ⅲ）  15、10、６単位 
⇒Ⅰ：社会福祉士等資格保有者が常勤職員の35％雇用されている場合 
⇒Ⅱ：社会福祉士等資格保有者が常勤職員の25％雇用されている場合 
⇒Ⅲ：常勤職員が75％以上又は勤続3年以上が30％以上の場合 

基本報酬 主な加算 

就労移行支援サービス費
(Ⅰ)    
 
 通常の事業所が支援を行った場合、
定員数に応じて報酬を算定 
 

20人以下 ８０４単位/日 

21人以上40人以下 ７１１単位/日 

41人以上60人以下 ６７９単位/日 

61人以上80人以下 ６３４単位/日 

81人以上 ５９５単位/日 

就労移行支援サービス費
(Ⅱ)    
 
 あん摩マッサージ指圧師等養成施設
として認定されている事業所が支援を
行った場合、定員数に応じて報酬を算
定 
 

20人以下 ５２４単位/日 

21人以上40人以下 ４６７単位/日 

41人以上60人以下 ４３７単位/日 

61人以上80人以下 ４２６単位/日 

81人以上 ４１２単位/日 食事提供体制加算、送迎加算、訪問加算等 
⇒ 他の福祉サービスと共通した加算も一定の条件を満たせば算定可能 

６：１以上 

○ 事業所数  ３，３６７（国保連平成29年10月実績） ○ 利用者数  ３４，０５４（国保連平成29年10月実績） 18 



8.2% 
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9.5% 
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10.5% 
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39.7% 
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49.3% 
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57.9% 

54.2% 

51.1% 

46.4% 

41.2% 

35.1% 

31.4% 

0.3% 

0.3% 

0.3% 

0.1% 
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平成28年12月 

平成27年12月 

平成26年12月 

平成25年12月 

平成24年12月 

平成23年12月 

身体障害者 知的障害者 精神障害者 障害児 難病等対象者 

利用者の障害種別の分布状況 

身体障害者 知的障害者 精神障害者 障害児 難病等対象者 合計 

Ｈ２３.１２ 2,369  13,038  7,076  17  － 22,500  

Ｈ２４.１２ 2,599  14,214  9,111  21  － 25,945  

Ｈ２５.１２ 2,517  13,346  11,168  26  36  27,093  

Ｈ２６.１２ 2,703  12,490  13,234  23  79  28,529 

Ｈ２７.１２ 2,694  12,146  15,619  36  85  30,580 

Ｈ２８.１２ 2,599  11,777  17,168  31  104  31,679 

【出典】国保連データ 

（単位：人） 

○ 身体障害者、知的障害者の利用割合は減少傾向にある。 
○ 精神障害者の利用割合は増加傾向にあり、全利用者の５割以上を占める。 

利用者の障害種別分布状況 
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3,149 
3,275 

2,771 

1,890 

2,272 

2,594 

【出典】国保連データ（各年度とも3月サービス提供分） 

就労移行支援事業の事業所数の推移 

事業所数の推移 設置主体別割合の推移 

○ 就労移行支援事業の事業所数は大幅に増加しており、事業所の設置主体を見ると、営利法人
が設置する事業所が増加している。 
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【出典】平成２９年３月国保連データ 

都道府県別就労移行支援事業所数 
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就労移行支援事業による一般就労への移行率別の施設割合の推移 

○ 一般就労への移行率が２０％以上の就労移行支援事業所の割合は、５１．９％である。一方で、移行率が０％の事業
所が３割弱となっている。  

一般就労への移行率が20%以上の施設 44.9% (施設数1038)  

一般就労への移行率が20%以上の施設 42.5%(施設数880)   

一般就労への移行率が20%以上の施設 41.3%(施設数612)   

一般就労への移行率が20%以上の施設 40.1%(施設数463)   

一般就労への移行率が20%以上の施設 30.1%(施設数310)   

一般就労への移行率が20%以上の施設 29.3%(施設数224)   

一般就労への移行率が20%以上の施設 21.5%(施設数9)  

一般就労への移行率が20%以上の施設 46.9% (施設数1,156)  

一般就労への移行率が20%以上の施設 51.9% (施設数1,454)  

【出典】厚生労働省障害福祉課調べ（平成28年4月分 回答率：89.2％） 
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一般就労への移行実績がない事業所に係る評価の適正化（平成２７年度報酬改定） 

○ 平成２７年度報酬改定において、一般就労への移行後の就労定着実績がない事業所に対する
減算を強化するとともに、一般就労への移行実績がない事業所に対する減算を創設。 

 

○ なお、就労継続支援A型に移行した利用者については、利用する障害福祉サービスの種類を変
更するものであるため、実績には含まないこととした（平成２８年４月１日施行）。 

過去３年間の就労定着者数が０の場合 ⇒ 所定単位数の８５％を算定（１５％減算） 
 

過去４年間の就労定着者数が０の場合 ⇒ 所定単位数の７０％を算定（３０％減算） 
 
※ 「就労定着者」とは、一般就労への移行後、就労した企業等に連続して６ヵ月以上雇用されている者 

過去２年間の就労移行者数が０の場合 ⇒ 所定単位数の８５％を算定（１５％減算） 【新設】 
 

過去３年間の就労定着者数が０の場合 ⇒ 所定単位数の７０％を算定（３０％減算） 
 

過去４年間の就労定着者数が０の場合 ⇒ 所定単位数の５０％を算定（５０％減算） 
 
※ 「就労定着者」とは、一般就労への移行後、就労した企業等に連続して６ヵ月以上雇用されている者 

減算割合強化 

一般就労への移行実績がない事業所の評価の見直し内容 

23 



就労定着支援体制加算の創設 
 
【就労定着支援体制加算創設の趣旨】 
 

一般就労への定着支援を充実・強化するため、現行の就労移行支援体制加算を廃止し、利用者
の就労定着期間に着目した加算を新たに創設 

 

一般就労移行後、６ヵ月以上就労している者の利用定員に占める割合が一定以上の場合、以下の区分に応じ
た単位数を加算 
 

・ 就労定着者が５％以上１５％未満     ４１単位 
・ 就労定着者が１５％以上２５％未満    ６８単位 
・ 就労定着者が２５％以上３５％未満  １０２単位 
・ 就労定着者が３５％以上４５％未満  １４６単位 
・ 就労定着者が４５％以上         ２０９単位 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 ５％以上１５％未満  ２９単位 
１５％以上２５％未満  ４８単位 
２５％以上３５％未満  ７１単位 
３５％以上４５％未満 １０２単位 
４５％以上        １４６単位 

 ５％以上１５％未満  ２５単位 
１５％以上２５％未満  ４１単位 
２５％以上３５％未満  ６１単位 
３５％以上４５％未満  ８８単位 
４５％以上        １２５単位 

 ５％以上１５％未満  ２１単位 
１５％以上２５％未満  ３４単位 
２５％以上３５％未満  ５１単位 
３５％以上４５％未満  ７３単位 
４５％以上        １０５単位 

６ヵ月以上１２月未満 １２ヵ月以上２４月未満 ２４ヵ月以上３６月未満 

一般就労移行後、就労継続期間に応じて、以下の区分に応じた単位数をそれぞれ加算 

就労継続期間に応じた加算に見直し 

現行の加算 

見直し後の加算 
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在宅での就労移行支援の取扱いについて 

 就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型において、通所利用が困難で、在宅による支援がやむを得ないと市
町村が判断した利用者に対して支援を提供した場合であって、一定の要件を満たす場合に基本報酬の算定を認
める。 

【基本報酬の算定要件】 
① 常に在宅利用者が行う作業活動、訓練等のメニューが確保されていること。 
➁ １日２回は連絡、助言又は進捗状況の確認等の支援が行われ、日報が作成されていること。また、作業活動、訓練等の内容又は在宅利用者の

希望等に応じ、１日２回を超えた対応も行うこと。 
③ 緊急時の対応ができること。 
④ 在宅利用者が作業活動、訓練等を行う上で疑義が生じた際の照会等に対し、随時、訪問や連絡等による必要な支援が提供できる体制を確保す

ること。 
⑤ 事業所職員による訪問又は利用者による通所により評価等を１週間につき１回は行うこと。 
⑥ 在宅利用者については、原則として月の利用日数のうち１日は事業所に通所し、事業所内において訓練目標に対する達成度の評価等を行うこと。

また、事業所はその通所のための支援体制を確保すること。 
➆ ➄が通所により行われ、あわせて➅の評価等も行われた場合、➅による通所に置き換えて差し支えない。 

在宅利用者に対する支援に係る基本報酬の算定 

平成２６年度までの取扱い 

平成２７年度以降の取扱い 

 就労移行支援又は就労継続支援（A型・B型）において、通所利用が困難で、在宅による支援がやむを得ないと
市町村が判断した利用者に対して支援を提供した場合であって、一定の要件を満たす場合に基本報酬の算定を
認める。 

対象に就労移行支援を追加 ・平成23年度までは施設外支援として、年間180
日を限度として認めていた。 
・平成24年度から施設外支援としてではなく、在
宅において利用する場合の支援として訪問等の要
件を設けて、A型・B型で利用できるようにした。 
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○ 対象者 
就労継続支援Ａ型 

○ サービス内容 ○ 主な人員配置 

就労機会の提供を通じ、生産活動にかかる知識及び能力の向上を図ることにより、雇用契約に基づく就労可能な障害者（利用開始時、６５歳未満の者）  

■ 通所により、雇用契約に基づく就労の機会を提供するとともに、一般就労に必要な知識、能力が高まった者 
 について、一般就労への移行に向けて支援 
■ 一定の範囲内で障害者以外の雇用が可能 
■ 多様な事業形態により、多くの就労機会を確保できるよう、障害者の利用定員10人からの事業実施が可能 
■ 利用期間の制限なし 

就労移行支援体制加算   26単位 
⇒ 一般就労等へ移行した後、継続して6月以上就労している者が前年度において定 
 員の５％を超えている場合 

施設外就労加算    100単位 
⇒ 一定の基準を満たし、企業内等で作業を行った場合 

重度者支援体制加算(Ⅰ)、(Ⅱ)  22～56単位 
⇒ 前年度における障害基礎年金1級を受給する利用者が一定数以上いる 
 場合、重度者の割合と定員に応じて算定 

基本報酬 主な加算 

○ 報酬単価（平成27年4月～） 

就労継続支援A型サービス費
(Ⅰ) 
     

 職業指導員及び生活支援員の総数が
常勤換算方法で7.5；１以上の配置がと
られている場合、定員数に応じて算定す
る 

20人以下 ５８４単位/日 

21人以上40人以下 ５１９単位/日 

41人以上60人以下 ４８７単位/日 

61人以上80人以下 ４７８単位/日 

81人以上 ４６２単位/日 

就労継続支援A型サービス費
(Ⅱ)  
     
 職業指導員及び生活支援員の総数が
常勤換算方法で10；１以上の配置がとら
れている場合、定員数に応じて算定する。 
 

20人以下 ５３２単位/日 

21人以上40人以下 ４７４単位/日 

41人以上60人以下 ４４０単位/日 

61人以上80人以下 ４３１単位/日 

81人以上 ４１６単位/日 
食事提供体制加算、送迎加算、訪問加算等 
⇒ 他の福祉サービスと共通した加算も一定の条件を満たせば算定可能 

■ サービス管理責任者 
 
■ 職業指導員 
   生活支援員 １０：１以上 

福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)､(Ⅱ)、（Ⅲ）  15、10、６単位 
⇒Ⅰ：社会福祉士等資格保有者が常勤職員の35％雇用されている場合 
⇒Ⅱ：社会福祉士等資格保有者が常勤職員の25％雇用されている場合 
⇒Ⅲ：常勤職員が75％以上又は勤続3年以上が30％以上の場合 

○ 事業所数   ３，７３３（国保連平成29年10月実績） ○ 利用者数   ６８，５７３（国保連平成29年10月実績） 26 



20.2% 

20.8% 

21.6% 

21.9% 

21.6% 

21.1% 

34.4% 

35.0% 

36.4% 

39.4% 

43.1% 

46.7% 

44.6% 

43.5% 

41.6% 

38.5% 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成28年12月 

平成27年12月 

平成26年12月 

平成25年12月 

平成24年12月 

平成23年12月 

身体障害者 知的障害者 精神障害者 障害児 難病等対象者 

利用者の障害種別の分布状況 

身体障害者 知的障害者 精神障害者 障害児 難病等対象者 合計 

Ｈ２３.１２ 3,711  8,231  5,667  5  － 17,614  

Ｈ２４.１２ 5,505  10,962  8,989  4  － 25,460  

Ｈ２５.１２ 7,562  13,627  13,317  8  90  34,604  

Ｈ２６.１２ 9,716  16,385  18,738  13  203  45,055  

Ｈ２７.１２ 11,519  19,327  24,059  7  367  55,279  

Ｈ２８.１２ 12,977  22,112  28,627  6  517  64,239  

【出典】国保連データ 

（単位：人） 

○ 身体障害者、知的障害者の利用割合は減少傾向にある。 
○ 精神障害者の利用割合は増加傾向にあり、全利用者に占める割合が４割を超えている。 

就労継続支援Ａ型の障害種別の利用現状 
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2,054 

707 

1,058 

1,527 

【出典】国保連データ（各年度とも3月サービス提供分） 

事業所数の推移 設置主体別割合の推移 

○ 設置主体別に就労継続支援A型事業所数の推移を見ると、営利法人が設置する事業所数が著
しく増加している。 

○ 設置主体別の割合を見ると、平成２７年度では、営利法人の割合が最も高く約５割となっており、
社会福祉法人の割合は約２割となっている。 

就労継続支援Ａ型事業所の設置主体別の状況 

2,668 

3,158 

3,596 
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【出典】平成２９年３月国保連データ 

都道府県別就労継続支援（Ａ型）事業所数 
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就労継続支援Ａ型利用者数の人口に占める割合 
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【出典】平成29年３月国保連データ 
（注）平成29年３月のＡ型事業所利用者数を平成29年１月１日住民基本台帳における各都道府県の人口で除して算出 30 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○都道府県別のデータ。地域的に規模と比べて多い都道府県がある。
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就労継続支援Ａ型事業所における平均賃金の推移 

○ 就労継続支援Ａ型事業所における平均賃金月額は、減少傾向が続いている。 

【出典】工賃実績調査（厚生労働省調べ） 

（※）平成２３年度までは、就労継続支援A型事業所、福祉工場における平均賃金 

（単位：円） 
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就労継続支援Ａ型における平均賃金の状況 

○ 平成２７年度の利用者１人当たりの平均賃金月額は、６７，７９５円と１８年度と比べて約４０％減少している。 
○ また、平均賃金を時給換算すると７６９円となり、同年度の最低賃金の全国平均７９８円と同程度となっている。  
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就労継続支援Ａ型 都道府県別平均賃金の比較（平成26年度、平成27年度） 

（注） 就労継続支援Ａ型事業所の平均 

（円／月額） 

都道府県 平成26年度 平成27年度 伸び率 都道府県 平成26年度 平成27年度 伸び率 

北海道 59,137 60,515 102.3% 滋賀県 88,424 84,675 95.8% 
青森県 62,276 61,181 98.2% 京都府 83,465  87,558  104.9% 
岩手県 66,093  71,193  107.7% 大阪府 33,008  48,508  147.0% 
宮城県 59,873  63,011  105.2% 兵庫県 79,478  79,481  100.0% 
秋田県 60,339  65,233  108.1% 奈良県 70,397  68,764  97.7% 
山形県 66,477  63,996  96.3% 和歌山県 88,806  90,790  102.2% 
福島県 60,700  69,186  114.0% 鳥取県 77,465  80,529  104.0% 
茨城県 101,559  90,677  89.3% 島根県 82,438  82,238  99.8% 
栃木県 60,112 62,774 104.4% 岡山県 68,649  72,017  104.9% 
群馬県 69,016  69,990  101.4% 広島県 91,599  86,780  94.7% 
埼玉県 77,462  71,648  92.5% 山口県 76,974  77,741  101.0% 
千葉県 63,191  65,129  103.1% 徳島県 57,493  59,700  103.8% 
東京都 95,462  93,992  98.5% 香川県 64,631  66,064  102.2% 

神奈川県 73,554  79,313  107.8% 愛媛県 61,144  62,693  102.5% 
新潟県 58,421  62,006  106.1% 高知県 73,470  76,642  104.3% 
富山県 55,518  58,587  105.5% 福岡県 66,759  68,629  102.8% 
石川県 61,321  64,524  105.2% 佐賀県 83,360  83,611  100.3% 
福井県 75,211  76,006  101.1% 長崎県 77,786  79,068  101.6% 
山梨県 57,329  65,733  114.7% 熊本県 60,904  62,485  102.6% 
長野県 76,714  80,977  105.6% 大分県 75,911  77,881  102.6% 
岐阜県 67,379  70,752  105.0% 宮崎県 54,467  57,595  105.7% 
静岡県 66,286  67,415  101.7% 鹿児島県 60,846  59,801  98.3% 
愛知県 70,847  60,493  85.4% 沖縄県 68,560  61,972  90.4% 
三重県 63,420  66,280  104.5% 全国平均 66,412 67,795 102.1% 

【出典】工賃実績調査（厚生労働省調べ） 33 



（参考）平成２７年度地域別最低賃金改定状況 

都道府県名 最低賃金時間額（円） 都道府県名 最低賃金時間額（円） 

北海道 764 滋賀県 764 

青森県 695 京都府 807 

岩手県 695 大阪府 858 

宮城県 726 兵庫県 794 

秋田県 695 奈良県 740 

山形県 696 和歌山県 731 

福島県 705 鳥取県 693 

茨城県 747 島根県 696 

栃木県 751 岡山県 735 

群馬県 737 広島県 769 

埼玉県 820 山口県 731 

千葉県 817 徳島県 695 

東京都 907 香川県 719 

神奈川県 905 愛媛県 696 

新潟県 731 高知県 693 

富山県 746 福岡県 743 

石川県 735 佐賀県 694 

福井県 732 長崎県 694 

山梨県 737 熊本県 694 

長野県 746 大分県 694 

岐阜県 754 宮崎県 693 

静岡県 783 鹿児島県 694 

愛知県 820 沖縄県 693 

三重県 771 全国加重平均額 798 34 



就労継続支援Ａ型における短時間減算の見直し（平成２７年度報酬改定） 

○ 過去３ヵ月間において、雇用契約を締結している利 
 用者の１週間あたりの利用時間が週２０時間未満と 
 なっている利用者（短時間利用者）の占める割合が、 
 現員数の５０％以上である場合に基本報酬を減算す 
 る。 
 
 
○ 減算割合 
 

 ・ 短時間利用者の割合が５０％以上８０％未満   
  ⇒ 所定単位数の９０％を算定（１０％減算） 
 
 ・ 短時間利用者の割合が８０％以上 
  ⇒ 所定単位数の７５％を算定（２５％減算） 
 
 
○ 例外規定はなし。 

見直し前の短時間利用減算の仕組み 

○ 過去３ヵ月間における雇用契約を締結している利用者につ 
 いて、事業所の１日あたりの平均利用時間を算出し、当該平 
 均利用時間に応じて基本報酬を減算する。 
 

○ 減算割合 
 ・ 平均利用時間が０時間以上１時間未満 
  ⇒ 所定単位数の３０％を算定（７０％減算） 
 

 ・ 平均利用時間が１時間以上２時間未満 
  ⇒ 所定単位数の４０％を算定（６０％減算） 
 

 ・ 平均利用時間が２時間以上３時間未満 
  ⇒ 所定単位数の５０％を算定（５０％減算） 
 

 ・ 平均利用時間が３時間以上４時間未満 
  ⇒ 所定単位数の７５％を算定（２５％減算） 
 

 ・ 平均利用時間が４時間以上５時間未満 
  ⇒ 所定単位数の９０％を算定（１０％減算） 
 

○ 予期せぬ状況等により、短時間利用となることがやむを得
ない者については、平均利用時間の算出から除外する。 

○ 就労継続支援Ａ型については、依然として短時間利用の問題が指摘されていることから、減算の 
 仕組みを見直すとともに、減算割合を強化する。 
○ なお、予期せぬ状況等により、短時間利用となることがやむを得ない者の利用が妨げられないよ 
 う配慮する。 

見直し後の短時間利用減算の仕組み 
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就労継続支援Ａ型における短時間利用減算の特例措置について  

短時間利用減算における特例措置の必要性 
○ 短時間利用減算は、日中活動サービスの報酬が１日あたりの必要な費用を評価しているもので 
 あり、サービス提供時間が短い場合には支援に係る費用が通常よりもかからないことから、基本 
 報酬の減額を行うものである。 
○ 一方で、サービス利用開始後に、利用開始時には予見できなかった事由で利用者が短時間利 
 用となった場合、事業所にとっては予見できない報酬減から事業運営が不安定となってしまうこと 
 が懸念される。 

特例措置による対応 
特例措置の内容 

 就労継続支援Ａ型の利用開始後において、サービス利用開始時には予見できない事由により短時
間利用となってしまった場合は、短時間利用となった日から９０日を限度に、当該短時間利用者につ
いては事業所における平均利用時間の算出から除外する。 

＜短時間利用減算の特例措置の適用例＞ 

⇒ 筋ジストロフィーは進行性のものであるが、病状の進行 
 には個人差があり、短時間利用となってしまう時期は 
 予見できないため。 

事例①：筋ジストロフィーを罹患している利用者が、病状の 
     進行により短時間利用となってしまった場合 

⇒ 入院そのものが予見できないため。 

事例②：退院直後のサービス利用が短時間となってしまう 
     場合 

⇒ 家族の病気等による変化は予見できないため。 

事例③：家族の介護を受けながらサービスを利用してい 
     たが、家族の病気等により、居宅介護等のサー 
     ビスによる介護が必要となってしまった場合 

⇒ 体調の変動は予見できないため。ただし、利用開始時 
 から短時間利用となることが明らかな場合は適用対象外。 

事例④：精神障害者等で、体調に変動があったことにより 
     短時間利用となってしまった場合 
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職員１人当たりの年間給与額（常勤－非常勤別） 

（出典）平成29年障害福祉サービス等経営実態調査集計結果報告書 

○ 就労継続支援Ａ型の直接処遇職員の給与は他の就労系サービスに比べて低い傾向にある。 

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤

1 施設長・管理者 5,211,106 3,725,738 4,918,463 4,977,290 3,958,306 3,311,734 4,940,810 3,837,215

2 サービス管理責任者 4,699,528 2,857,736 4,131,701 1,500,000 3,208,238 2,102,317 4,177,367 2,034,000

12 就労支援員 3,398,383 2,028,255 3,336,832 2,109,184 - - - -

13 職業指導員 3,006,554 1,854,955 3,146,006 1,848,737 2,657,253 1,809,007 3,068,521 1,749,329

15 生活支援員 3,620,957 2,016,671 3,032,796 2,044,353 2,603,898 1,731,524 3,115,830 1,892,879

客体数

就労継続支援Ｂ型

378

就労継続支援Ａ型

440

全体

8,993

就労移行支援

374
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就労継続支援Ａ型に対する平成28年度までの見直し概要 

時期 対応内容 

平成24年10月 
○ 利用者のうち短時間利用者の占める割合が多い場合の減算（基本報酬の90％、75％）を創設 

 （平成24年度報酬改定） 

平成27年９月 

○ 指定就労継続支援Ａ型における適正な事業運営に向けた指導について（課長通知） 
 ① 暫定支給決定の適正な運用の依頼 
 ② 不適切な事業運営の事例を示すとともに、指導ポイントの明示 
  （不適切な事例） 
 就労機会の提供に当たり、収益の上がらない仕事しか提供せず、生産活動による収益だ

けでは最低賃金を支払うことが困難である事例 
 利用者の意向や能力等を踏まえた個別支援計画が策定されていない、全ての利用者の労

働時間を一律に短時間としている事例 
 一定期間経過後に事業所を退所させている事例 

平成27年10月 
○ 依然として短時間利用の問題が指摘されていることを踏まえ、短時間利用減算の仕組みを利用

者割合から平均利用時間に見直すとともに、減算割合（基本報酬の90％～30％）を強化 
（平成27年度報酬改定） 

平成28年３月 

○ 就労移行支援及び就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）における適切なサービス提供の推進について（課
長通知） 
① 暫定支給決定を要しない場合の基準（注）を明確化及び市町村間で差が出ないよう都道府県

の関与の依頼 
② 不適切な事例に対し再度、指導後の改善見込みがない場合の勧告、命令等の措置を講ずる

ことを依頼 
  

（注）暫定支給決定を要しない場合は以下のとおり。 
   ・転居を伴う場合で転居後の事業所にアセスメント情報が引き継がれている。 
   ・就労移行支援利用後に就労継続支援Ａ型の利用を希望する場合、移行支援事業所からアセスメント情報が引き継がれている。 38 



○障害福祉計画と整合性のとれた新規指定の実施 
  

現在、障害者総合支援法に基づく指定障害福祉サービスのうち、総量規制の対象となる日中活動系サービ
スは生活介護及び就労継続支援Ｂ型のみであるが、就労継続支援Ａ型も総量規制の対象サービスとして加
える。（施行規則第34条の20の改正） 

 

→障害福祉計画に定めるサービスの必要な量に達している場合等は、指定権者は新たに就労継続支援Ａ型
事業所の指定をしないことが可能となる。 

 

※障害者福祉計画の作成に当たっては、地域の実情に即した実効性のある内容とするため、障害者等を含
む幅広い関係者の意見を反映し策定することとなっている。このため、自治体に応じてサービス必要量は異
なり、かつ、適正な就労継続支援Ａ型事業の参入見込みがあればそれを見込んだサービス必要量とすること
も可能。 

 
 

  

１．障害者総合支援法施行規則の改正 

就労継続支援Ａ型に対する平成29年４月からの見直し概要① 

【参考】 
○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年十一月七日法律第百二十三号）（抄） 
（指定障害福祉サービス事業者の指定）  
第三十六条 
２ 就労継続支援その他の厚生労働省令で定める障害福祉サービス（以下この条及び次条第一項において「特定障害福祉サービス」という。）に係る前
項の申請は、当該特定障害福祉サービスの量を定めてするものとする。  

 
○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成十八年二月二十八日厚生労働省令第十九号）（抄） 
（法第三十六条第二項に規定する厚生労働省令で定める障害福祉サービス） 
第三十四条の二十  法第三十六条第二項に規定する厚生労働省令で定める障害福祉サービス（第三十四条の二十二において「特定障害福祉サービ
ス」という。）は、生活介護、就労継続支援Ａ型及び就労継続支援Ｂ型とする。  
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○希望を踏まえた就労機会の提供 
 指定基準第191条（就労）に新たに、「指定就労継続支援Ａ型事業者は、就労の機会の提供に当たっては、利用者の就

労に必要な知識及び能力の向上に努めるとともに、その希望を踏まえたものとしなければならない。」を規定。 
  

→ 指定就労継続支援Ａ型は、利用者が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、利用者に対し就労の機
会を提供するとともに、その就労の知識及び能力の向上のために必要な訓練や支援を適切かつ効果的に行う障害福祉
サービスであることから、利用者の希望や能力を踏まえた個別支援計画の作成を徹底。 

 

○賃金の支払い 
 指定基準第192条（賃金及び工賃）に新たに、以下を規定し、就労の質の向上を推進。 
 ・「指定就労継続支援Ａ型事業者は、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を控除した額に

相当する金額が、利用者に支払う賃金の総額以上となるようにしなければならない。」 
  

 → 社会福祉法人会計基準や就労支援事業会計基準に規定されていたものを新たに指定基準として規定。当該指定基準
を満たさない場合には、経営改善計画書を提出し経営改善に取り組む。 

 
 ・「賃金の支払に要する額は、原則として、自立支援給付をもって充ててはならない。ただし、災害その他やむを得ない理由

がある場合は、この限りでない。」 
 

 → 自立支援給付はサービス管理責任者、職業指導員、生活支援員等の人件費等に充てるものであり、賃金に充てること
はできないことを規定。ただし、経営改善計画書を提出した事業所の経営改善期間中は、自立支援給付を充てても差し
支えないこととしている。 

 

○運営規程の記載事項の追加 
 現在、運営規程には、「事業の目的及び運営の方針」、「従業者の職種、員数及び職務の内容」、「営業日及び営業時

間」等を定めることとなっているが、就労継続支援Ａ型事業者における運営規程には、新たに「主な生産活動の内容」、 
「賃金」 、「労働時間」を規定する。 

２．指定基準（運営基準）の改正 

就労継続支援Ａ型に対する平成29年４月からの見直し概要② 
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○個別支援計画の作成 
個別支援計画の様式例を示すとともに、個別支援計画に記載すべき内容を提示。 
 

（個別支援計画で記載すべき内容） 
 ・利用者の希望する業務内容、労働時間、賃金、一般就労の希望の有無等 
 ・利用者の希望する生活や課題等を踏まえた短期目標、長期目標 
 ・利用者の希望を実現するための具体的な支援方針・内容 

 

○経営改善計画の作成 
生産活動に係る事業収入から最低賃金を支払えない場合には、経営改善計画書を提出。改善の見込みがない場合には、
指定の取消等を検討。 

 
○新規指定時の取扱い 

新規指定時には、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を控除した額により利用者に対する
最低賃金を支払うことができる事業計画になっていることを事業計画書の提出により必ず確認した上で、指定の可否を判断
することを徹底。 

 

○情報公表の推進 
障害福祉サービスの情報公表制度については、平成30年４月から施行されるが、就労継続支援Ａ型事業所は先行して、障
害者やその家族等が適切な事業所を選択できるように、以下の情報を自治体のホームページで公表、又は事業所のホーム
ページでの公表を促すことを各都道府県等に依頼。貸借対照表等を含めたＮＰＯ法人の財務状況を監査する監事について
は、公認会計士又は税理士を登用し、株式会社の監査役も同様とすることが望ましい。 
 

（情報公表を依頼している内容） 
・貸借対照表、事業活動計算書、就労支援事業活動計算書、就労支援事業別事業活動明細書 
・主な生産活動の内容 
・平均月額賃金 

３．指定基準の見直し等に関する取扱い及び様式例（課長通知） 

就労継続支援Ａ型に対する平成29年４月からの見直し概要③ 
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就労継続支援Ａ型事業所（新規事業所）の指導等の流れ 

都道府県等への申請 

・人員基準を満たさないとき 
・設備、運営基準を満たさないとき 
・取消しから５年を経過していないとき 等 

指定基準第192条第2項を満たす事
業計画となっておらず、指定基準
を満たすことが困難 

（就労継続支援Ａ型事業を行う者） 

指定の拒否 
（法36条第3項） 

指定 
（法36条第1項） 

半年後を目途に実地指導 

・指定基準に従った適切な
事業運営を行っていない時 

勧告・命令等 
（法49条第1･2項、4項） 

（法50条第1項） 

・指定基準に従った適切
な事業を行っている場合 

適宜、実地指導等で 
運営状況を確認 

・都道府県等が収益改善が見
込めると認める場合 

（以後、既存事業所と同様の取扱い） 

経営改善計画の
作成指示 

（ 参 考 ） 
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就労継続支援Ａ型事業所（既存事業所）の指導等の流れ 

概ね３月以内に事業所の実態を確認 

経営改善計画の作成指示 
（指定基準第192条第2項に違反している場合） 

１年後に実態調査 

勧告・命令等 
（法49条第1･2項、4項） 

（法50条第1項） 

経営改善計画の再作成 

・指定基準に従った適切な事業運営を行っていない時 ・指定基準に従った適切な事業を行っている場合 

適宜、実地指導等で 
運営状況を確認 

・指定基準に従った適切な事業を行っている場合 

・指定基準を満たさず、経営改善
の見込みがない 

・指定基準を満たさないが、経営改善の見込
みがあると都道府県等が認めた場合 

１年後に実態調査 

・指定基準に従った適切な事業を行っている場合 ・
指
定
基
準
違
反 経営改善計画の作成 

・一定の要件を満たし、経営改善の見込みがあ
ると都道府県等が認めた場合 

※以後、計画の再作成を認める
かは一定の条件を満たした上で、
都道府県等が認めれば可能 

（ 参 考 ） 
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  全国の就労継続支援Ａ型のうち、経営改善計画書を提出する必要のある事業所の状況等を調査。（平成29年12月末時点の状
況） 

指定就労継続支援Ａ型における経営改善計画書の提出状況 

指定権者 
指定事業

所数 
実態把握済み 

事業所数 

経営改善計画書の提出状況 

必要なし 
（生産活動収支≧利

用者賃金） 

必要あり 
（生産活動収支＜ 

利用者賃金） 提出済 提出率 

都道府県
（47） 

2,209 1,784 530 29.7% 1,254 70.3% 986 78.6% 

指定都市
（20） 

912 618 158 25.6% 460 74.4% 412 89.6% 

中 核 市
（48） 

710 634 191 30.1% 443 69.9% 371 83.7% 

合   計 3,831 3,036 879 29.0% 2,157 71.0% 1,769 82.0% 

○ 実態把握を行った3,036事業所のうち、経営改善計画書の提出が必要ない事業所は879（29.0％）、 
 必要がある事業所は2,157（71.0％） 
○ 経営改善計画書を提出する必要がある事業所2,157のうち、提出済み事業所は1,769（82.0％） 
○ 経営改善計画書の提出の必要がある事業所2,157のうち、営利法人の設立５年未満の事業所が約半数（49.7％）。 

 調査結果 

 調査概要 

※ 指定事業所数は、実態把握済み事業所数及び実態把握中の事業所数、新規指定事業所数を含む。 
※ 経営状況未把握の指定権者は２自治体である。 
   

    ５年以上 ５年未満 合計 

 
 

法
人
種
別 

 社会福祉法人  
160 89  249 

7.4% 4.1% 11.5% 

 営利法人 
252  1,073  1,325 

11.7% 49.7% 61.4% 

 非営利法人    
（NPO） 

134  192  326 

6.2% 8.9% 15.1% 

 その他 
33  224  257 

1.5% 10.4% 11.9%  
 

計 
579  1,578  2,157  

 26.8% 73.2% 100.0% 

【経営改善計画書の提出状況】 【経営改善計画書の提出が必要な事業所の内訳】 
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○ 対象者 
就労継続支援Ｂ型 

○ サービス内容 ○ 主な人員配置 

 就労移行支援事業等を利用したが一般企業等の雇用に結びつかない者や、一定年齢に達している者などであって、就労の機会等を通じ、生産活動
にかかる知識及び能力の向上や維持が期待される障害者 
 ① 企業等や就労継続支援事業（Ａ型）での就労経験がある者であって、年齢や体力の面で雇用されることが困難となった者 
 ② ５０歳に達している者または障害基礎年金1級受給者 
 ③ ①及び②に該当しない者であって、就労移行支援事業者によるアセスメントにより、就労面に係る課題等の把握が行われている者 

■ 通所により、就労や生産活動の機会を提供（雇用契約は結ばない）するとともに、一般就労に必要な知識、 
 能力が高まった者は、一般就労等への移行に向けて支援 
■ 平均工賃が工賃控除程度の水準（月額3,000円程度）を上回ることを事業者指定の要件とする 
■ 事業者は、平均工賃の目標水準を設定し、実績と併せて都道府県知事へ報告、公表 
■ 利用期間の制限なし 

就労移行支援体制加算   13単位 
⇒ 一般就労等へ移行した後、継続して6月以上就労している者が前年度において定 
 員の５％を超えている場合 

施設外就労加算    100単位 
⇒ 一定の基準を満たし、企業内等で作業を行った場合 

重度者支援体制加算(Ⅰ)、(Ⅱ)   22～56単位 
⇒ 前年度における障害基礎年金1級を受給する利用者が一定数以上いる場合、重 
 度者の割合と定員に応じて算定 

基本報酬 主な加算 

目標工賃達成加算(Ⅰ)､(Ⅱ)、（Ⅲ）  69、59、32単位 
⇒Ⅰ：都道府県の最低賃金の2分の1以上の工賃を達成した場合等 
⇒Ⅱ：都道府県の最低賃金の3分の1以上の工賃を達成した場合等 
⇒Ⅲ：都道府県の平均工賃以上の工賃を達成した場合等 

※就労継続支援Ｂ型特有の加算 

○ 報酬単価（平成27年4月～） 

就労継続支援B型サービス費
(Ⅰ) 
     

 職業指導員及び生活支援員の総数が常
勤換算方法で7.5；１以上の配置がとられて
いる場合、定員数に応じて算定する。 
 

20人以下 ５８４単位/日 

21人以上40人以下 ５１９単位/日 

41人以上60人以下 ４８７単位/日 

61人以上80人以下 ４７８単位/日 

81人以上 ４６２単位/日 

就労継続支援B型サービス費
(Ⅱ)  
     

 職業指導員及び生活支援員の総数が常
勤換算方法で10；１以上の配置がとられて
いる場合、定員数に応じて算定する。 
 

20人以下 ５３２単位/日 

21人以上40人以下 ４７４単位/日 

41人以上60人以下 ４４０単位/日 

61人以上80人以下 ４３１単位/日 

81人以上 ４１６単位/日 

■ サービス管理責任者 
 
■ 職業指導員 
   生活支援員 １０：１以上 

食事提供体制加算、送迎加算、訪問加算等 
⇒ 他の福祉サービスと共通した加算も一定の条件を満たせば算定可能 

○ 事業所数   １１，３２６（国保連平成29年10月実績） ○ 利用者数   ２３４，５８６（国保連平成29年10月実績） 45 
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○ 就労継続支援B型の平成２８年度費用額は約３，０９０億円であり、介護給付・訓練等給付費総 

 額の約１６．３％を占めている。 
  
○ 総費用額、利用者数及び事業所数は、毎年増加している。 

総費用額の推移 利用者数の推移 事業所数の推移 
（百万円） 

＋7.1％ 
（＋22,139百万円） 

＋9.5％ 
（＋20,873百万円） 

（ヵ所） 

＋7.7％ 
（＋736ヵ所） 

＋9.4％ 
（＋725ヵ所） 

（人） 

＋8.7％ 
（＋14,534人） 

＋6.9％ 
（＋14,370人） 

＋9.0％ 
（＋758ヵ所） 

＋8.4％ 
（＋15,124人） 

就労継続支援B型の現状 

【出典】国保連データ（利用者数及び事業所数は各年3月サービス提供分） 

＋10.2％ 
（＋24,697百万円） 

＋8.3％ 
（＋22,139百万円） 

＋6.9％ 
（＋13,602人） ＋8.0％ 

（＋736ヵ所） 
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56.6% 

57.0% 

56.8% 

32.9% 

32.2% 

31.2% 

30.5% 

29.9% 

29.8% 

0.1% 

0.1% 

0.1% 

0.0% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成28年12月 

平成27年12月 

平成26年12月 

平成25年12月 

平成24年12月 

平成23年12月 

身体障害者 知的障害者 精神障害者 障害児 難病等対象者 

利用者の障害種別の分布状況 

身体障害者 知的障害者 精神障害者 障害児 難病等対象者 合計 

Ｈ２３.１２ 17,592  74,889  39,211  49  － 131,741  

Ｈ２４.１２ 21,194  92,373  48,518  65  － 162,150  

Ｈ２５.１２ 23,023  100,825  54,283  65  54  178,250  

Ｈ２６.１２ 24,788  107,487  60,126  64  109  192,574  

Ｈ２７.１２ 26,312  113,830  66,592  58  173  206,965  

Ｈ２８.１２ 27,878  119,986  72,619  30  234  220,747  

【出典】国保連データ 

（単位：人） 

○ 身体・知的障害者の利用割合は微減傾向にあり、精神障害者が微増傾向にある。 
○ 知的障害者の利用割合が全体の５割以上を占める。 

利用者の障害種別分布状況 
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46.3% 

48.6% 

50.7% 
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55.2% 

56.9% 
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12.7% 

10.3% 

8.2% 

6.3% 
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Ｈ22年 
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8,465 

4,835 

6,435 

7,740 

就労継続支援Ｂ型事業の事業所数の推移 

事業所数の推移 設置主体別割合の推移 

○ 就労継続支援Ｂ型事業の事業所数は大幅に増加しており、事業所の設置主体を見ると、社会 
 福祉法人が設置する事業所が約半数となっている。 

9,223 

9,959 

【出典】国保連データ（各年度とも3月サービス提供分） 

10,724 
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【出典】平成２９年３月国保連データ 

都道府県別就労継続支援（Ｂ型）事業所数 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○都道府県別のデータ。地域的に規模と比べて多い都道府県がある。
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